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業況判断ＤＩの推移（大企業）

-5 -5

-12
-13

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

93 94 95 96 97 98 99 2000 2001 2002 2003

（年）

（％ﾎﾟｲﾝﾄ）

大企業・製造業
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（資料）日本銀行「企業短期経済観測調査」
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短観速報～大企業短観速報～大企業短観速報～大企業短観速報～大企業・製造業・製造業・製造業・製造業を中心に業況感が改善を中心に業況感が改善を中心に業況感が改善を中心に業況感が改善

＜今週の焦点＞＜今週の焦点＞＜今週の焦点＞＜今週の焦点＞ 6 6 6 6月短観～業況感が改善、設備投資計画も上方修正月短観～業況感が改善、設備投資計画も上方修正月短観～業況感が改善、設備投資計画も上方修正月短観～業況感が改善、設備投資計画も上方修正

１． 大企業・製造業の業況判断 DI は▲5（3 月調査▲10）と改善した。しかし先行きは▲5

と横ばいが見込まれている。大企業・非製造業の業況判断 DIも▲13（3月調査▲14）と

わずかながら改善し、先行きも▲12とさらに若干改善する見通しとなっている。2003年

度の経常利益の計画は、全規模・全産業で 9.5％増と 2002年度の 16.4％に続き増益とな

っている。設備投資計画（ソフトウエア除き）は全規模・製造業で 5.2％の増加となった。

２． イラク戦争の早期終結、SARSの沈静化などから、大企業・製造業を中心に業況感が改善

した。ただし、輸出の減少などから売上高の計画は下方修正されている。企業は売上高が

ほぼ横ばいの中、コスト削減によって利益の拡大を見込んでいる。
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●＜概要＞業況感が改善～イラク戦終結、●＜概要＞業況感が改善～イラク戦終結、●＜概要＞業況感が改善～イラク戦終結、●＜概要＞業況感が改善～イラク戦終結、SARSSARSSARSSARSの沈静化映すの沈静化映すの沈静化映すの沈静化映す

　景気は横ばい状況にあると見られるが、イラク戦争の早期終結、SARS 問題の沈静化などから

大企業・製造業を中心に業況感は改善した。

売上高が全規模・全産業で 2002年度▲0.5％、2003年度 0.2％とほとんど横這いに推移する中

で、経常利益は 2002年度 16.4％増に続き 2003年度も 9.5％の増益を見込んでおり、企業がコス

トの圧縮によって利益を生み出そうとしていることが見て取れる。2003年度の設備投資計画は、

大企業・製造業で 11.5％の大幅増加となった。

りそな銀行問題の影響などが懸念されたが、金融関連の指標には悪影響が見られず、業況感の

改善や設備投資計画の上方修正など、企業マインドに若干ながら明るさが兆す結果となった。

　

● 業況判断業況判断業況判断業況判断 DIDIDIDI～大企業～大企業～大企業～大企業・製造業・製造業・製造業・製造業中心に改善中心に改善中心に改善中心に改善

大企業・製造業の業況判断 DIは▲5（前回調査▲10）と 2期ぶりに改善した。先行き（3ヵ月

先）は、▲5 の横ばいが見込まれている。大企業・非製造業も▲13（前回調査▲14）と若干改善

し、先行きも▲12とわずかながら改善を見込んでいる。

業況感は大企業・製造業を中心に改善し、先行きについても中小企業・非製造業が 2 ポイント

の悪化となった以外は、若干の改善か横ばいとなっている。

（「良い」－「悪い」・％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

製造業 -10 -8 -5 5 -5 0
大企業 非製造業 -14 -13 -13 1 -12 1

全産業 -12 -10 -9 3 -8 1
製造業 -18 -20 -16 2 -14 2

中堅企業 非製造業 -28 -28 -28 0 -28 0
全産業 -24 -25 -24 0 -22 2
製造業 -29 -31 -28 1 -28 0

中小企業 非製造業 -36 -42 -35 1 -37 -2
全産業 -33 -38 -32 1 -33 -1

（注）「最近」の変化幅は、前回調査の「最近」との対比。
　　　「先行き」の変化幅は、今回調査の「最近」との対比。

業況判断ＤＩ業況判断ＤＩ業況判断ＤＩ業況判断ＤＩ

2003年3月調査 2003年6月調査

　
個別業種毎に見ると、大企業・製造業では紙・パルプ、石油・石炭製品、木材・木製品など原油

価格や素材価格の影響を受けやすいと見られる業種での改善が目立った。輸出業種の中では、電

気機械が現状、先行きともにかなりの改善を見ている一方で、自動車は先行き 13ポイントの悪化

を見込んでいる。

＜今週の焦点＞＜今週の焦点＞＜今週の焦点＞＜今週の焦点＞  6  6  6  6月短観～業況感が改善月短観～業況感が改善月短観～業況感が改善月短観～業況感が改善
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● 売上売上売上売上・利益、雇用・利益、雇用・利益、雇用・利益、雇用

2002年度の売上高は大企業・製造業では、輸出の伸びを背景として 1.3％増、大企業・非製造

業では内需の低迷から▲2.7％、全規模・全産業では▲0.5％となった。経常利益は大企業・製造

業で 38.2％増の大幅増益となったこと等から、全規模・全産業でも 16.4％増となった。

2003年度の売上計画は、大企業・製造業では 2002年度に 9.3%増と大幅に伸びた輸出が▲2.9％

の減少と見込まれていることから▲1.0％減、大企業・非製造業では▲0.6％減と、ともに前回調

査から下方修正された。全規模・全産業では 0.2％増と 2002年度に続きほぼ横ばいの計画となっ

ている。

大企業・製造業の事業計画の前提となっている 2003年度の想定為替レートは 117.88円で、2002

年度の 122.37 円からは 4 円程度の円高となっているが、足もとは 119 円台で想定レートには若

干の余裕がある。

2003年度の経常利益計画は全規模・全産業で 9.5％増と、2002年度に続き増益の計画となって

いる。売上の伸びが見込めない中、企業は引き続き人件費を中心としたコストの削減によって利

益の拡大を図ろうとしている。売上高経常利益率は 2002年度の 2.81％から 2003年度には 3.07％

（全規模・全産業）へと改善が見込まれている。しかし、足もと人件費の削減ペースは緩やかに

なっており、計画通りに利益率の改善が進むかどうかはやや疑問も残る。

売上高計画売上高計画売上高計画売上高計画

（前年同期比・％）
2002年度
（実績） （計画） 上期(計画) 下期(計画)

修正率 修正率 修正率 修正率

製造業 1.3 0.3 -1.0 -0.7 -0.9 -1.3 -1.1 -0.2
大企業   国内 -1.0 0.1 -0.4 -0.4 0.1 -0.7 -0.8 -0.1

  輸出 9.3 1.0 -2.9 -1.9 -4.1 -3.3 -1.7 -0.6
非製造業 -2.7 -0.3 -0.6 -1.1 -0.6 -2.0 -0.6 -0.3

中堅企業 製造業 2.5 0.7 2.2 0.1 2.2 -0.3 2.2 0.6
非製造業 0.4 1.2 1.5 1.0 1.7 1.0 1.2 0.9

中小企業 製造業 1.6 1.5 1.4 1.6 1.8 1.1 1.0 2.1
非製造業 -1.7 0.1 -0.8 -0.5 -0.7 -0.8 -1.0 -0.2

全規模 全産業 -0.5 0.5 0.2 -0.2 0.3 -0.6 0.0 0.2

（注）修正率は、前回調査との対比。

2003年度

経常利益計画経常利益計画経常利益計画経常利益計画

（前年同期比・％）
2002年度
（実績） （計画） 上期(計画) 下期（計画）

修正率 修正率 修正率 修正率

製造業 38.2 4.7 11.6 4.1 11.1 1.0 11.9 6.4
大企業 　素材業種 12.9 4.5 13.5 4.1 16.6 -1.2 11.1 8.9

　加工業種 54.9 4.8 10.7 4.0 8.4 2.2 12.3 5.3
非製造業 9.1 4.4 3.9 -1.1 -11.0 -16.2 18.2 13.7

中堅企業 製造業 17.9 5.1 15.6 1.8 21.9 -8.3 12.0 9.1
非製造業 5.7 7.5 11.7 -0.1 12.3 -3.0 11.2 2.1

中小企業 製造業 45.6 5.6 29.2 4.9 41.5 0.8 22.3 7.8
非製造業 5.7 -0.3 3.1 -2.0 0.1 -5.9 5.4 1.0

全規模 全産業 16.4 4.6 9.5 0.9 4.6 -6.6 13.2 7.0

（注）修正率は、前回調査との対比。

2003年度
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雇用人員判断 DI（「過剰」－「不足」）は非製造業の判断の悪化から、全規模・全産業で 15（前

回調査 13）から小幅悪化したが、先行きは 12と若干の改善が見込まれている。2003年 3月末の

全規模・全産業の雇用者数は前年比▲1.1％の減少だが、2002 年 12 月末の▲2.0％よりは減少幅

が縮小している。

● 設備投資設備投資設備投資設備投資

生産・営業用設備判断 DI（「過剰」－「不足」）は、全規模・全産業で 13（前回調査 13）の横

這いとなった。先行きは 10と過剰感の低下が見込まれている。2002年度の設備投資（ソフトウ

ェアを除く）は、大企業・製造業で▲17.4％、全規模・全産業で▲7.7％の減少だった。

2003年度の設備投資計画は、大企業・非製造業の前回調査からの修正率がマイナスとなった以

外は上方修正となった。特に、大企業･製造業では 11.5％と高い伸びとなり、6 月調査としては

2000 年以来 3 年ぶりに二桁の伸びとなった。全規模・全産業でも▲0.1％とほぼ横這いにまで改

善している。

設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画

（前年比・％）
2002年度 2003年度
（実績） （計画）

修正率 修正率

大企業 製造業 -17.4 -5.2 11.5 2.7
非製造業 -11.1 -5.5 1.0 -1.6
全産業 -13.6 -5.4 4.9 0.1

中小企業 製造業 -4.0 5.8 -13.0 3.6
非製造業 -2.5 3.8 -12.9 6.9
全産業 -2.9 4.3 -13.0 6.1

全規模 製造業 -14.2 -1.9 5.2 2.9
非製造業 -5.4 -0.5 -1.8 1.9
全産業 -7.7 -0.8 -0.1 2.2

（注）修正率は、前回調査との対比。

● 企業金融企業金融企業金融企業金融

金融政策は引き続き超緩和の状態にあり、資金繰り判断 DIは全規模合計で▲6（前回調査▲９）

と改善した。企業の資金繰りに対する先行き懸念は依然として根強く、先行きは▲13と悪化が見

込まれている。貸出態度判断 DIは全規模・全産業で▲4と前回調査から 2ポイントの改善となっ

たが、先行きについては、▲9と悪化が見込まれている。

りそな銀行への公的資金の注入で企業の資金繰りなどへの影響が注目されたが、結果を見る限

り、この問題は悪影響を来たすことなく処理されたと言えるだろう。
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資 金 繰 り 判 断 （ 全 産 業 ）
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（ 資 料 ） 日 本 銀 行 「 企 業 短 期 経 済 観 測 調 査 」

（ 予 測 ）

（ 「 楽 で あ る 」 － 「 苦 し い 」 ・ ％ ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ ）

貸 出 態 度 判 断 （ 全 産 業 ）

- 3 0

- 2 0

- 1 0

0

1 0

2 0

3 0

4 0

9 2 9 3 9 4 9 5 9 6 9 7 9 8 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3

（ 年 ）

全 規 模
大 企 業
中 小 企 業

（ 資 料 ） 日 本 銀 行 「 企 業 短 期 経 済 観 測 調 査 」

（ 予 測 ）

（ 「 緩 い 」 － 「 厳 し い 」 ・ ％ ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ ）

● 価格判断価格判断価格判断価格判断

イラク戦争の早期終結による原油価格の下落から、大企業・製造業の仕入価格判断 DIは▲6（前

回調査 0）と 6 ポイントの低下となった。販売価格 DI は▲26（前回調査▲26）の横這いとなっ

ている。先行きについては、販売価格は横這いだが、仕入れ価格は引き続き若干の低下が見込ま

れている。イラク情勢の緊迫による原油価格の高騰の影響がなくなり、企業は再び仕入れ価格、

販売価格ともに下落傾向を見込むようになっていると見られる。

販 売 ・ 仕 入 価 格 判 断 D I （ 大 企 業 ・ 製 造 業 ）
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（ 年 ）

販 売 価 格

仕 入 価 格

（ 資 料 ） 日 本 銀 行 「 企 業 短 期 経 済 観 測 調 査 」

（ 予 測 ）

（ 「 上 昇 」 － 「 下 降 」 ・ ％ ﾎ ﾟｲ ﾝ ﾄ ）
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